変わりゆく図書館情報学専門職の資格認定
—専門団体はどう取り組んでいるか—
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共催：日本図書館情報学会 

日時：２００３年9月27日（土）　午後1時－4時（開場12時40分）
場所：慶應義塾大学三田キャンパス　517教室
	パネリスト：
（発言順）
	山本達夫（(株)リプロ・専門図書館協議会運営委員会副委員長）
原田智子（産能短期大学教授・情報科学技術協会理事）
森田盛行（全国学校図書館協議会選定・企画部長）
松岡　要（日本図書館協会事務局長）
笹川郁夫（東京大学附属図書館事務部長）

	司会： 
	根本　彰（東京大学大学院教育学研究科教授） 


	LIPERの今後のスケジュール
· 10月25日（土）日本図書館情報学会５０周年記念講演（筑波大学）
講演者：ジョアン・Ｃ・デュランス　ミシガン大学情報学部教授 

演題：「危機を機会に転ずる：米国における図書館情報学教育の再構築」
　　　詳しくはhttp://wwwsoc.nii.ac.jp/jslis/index.htmlを参照
· 11月15日（土）「美術館・博物館、文書館の情報専門職制の開発と養成－現状と課題」（慶應義塾大学）
LIPER主催、アートドキュメンテーション研究会共催
詳しくはhttp://wwwsoc.nii.ac.jp/jslis/liper/index.htmlを参照


2003年度-2005年度　科学研究費基盤研究A２
情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究

LIPER（Library and Information Professions and Education Renewal)
研究代表者：　　上田修一（慶應義塾大学）　

研究分担者： 　 小田光宏（青山学院大学）　杉本重雄（筑波大学）

　　　　　　　　永田治樹（筑波大学）　　　根本　彰（東京大学）

　　　　　　　　戸田愼一（東洋大学）　　　堀川照代（島根女子短大）

　　　　　　　　薬袋秀樹（筑波大学）　　　三輪眞木子（メディア教育開発センター）

　　　　　　　　村主朋英（愛知淑徳大学）　

研究協力者　21名

研究顧問　4名

全体的な目標と方向付けの確認

本研究は、日本図書館情報学会の総力をあげ，会員を中心に，関連分野の学協会の代表的研究者を含めて、緊急の課題となっている図書館情報学教育の再構築に取り組むものである。大きく言って次の２点が研究目的である。

1) 図書館を中心にかかわりのある機関（企業、情報センター、博物館、美術館、文書館など）に所属する専門的図書館員の配置状況や職務内容の歴史と現状を踏まえて、養成および研修にあたる機関がこれまでどのような活動を行ってきたかを評価する。

	
	全体の流れ
	(A)実態調査グループ（４グループ）
	(B)横断研究テーマ（11テーマ）
	公開の研究活動
（シンポジウム）

	2003年度
	春夏
	研究計画と方法の確認
	研究計画と過去の議論の整理
	研究計画と着手
	図書館情報学関連専門団体に関するシンポジウム

	
	秋冬
	横断研究の実施と実態調査の手法の検討
	調査手法の検討

（予備調査実施）
	研究の継続
	外国人研究者の講演会など

	2004年度
	春夏
	横断研究の継続と実態調査の実施
	実態調査の実施（アンケート、インタビュー）
	研究の継続
	図書館情報学現場についてのシンポジウム

	
	秋冬
	横断研究テーマのまとめ（報告書作成）
	調査の集計と分析
	研究のまとめ
	横断的研究テーマのまとめ

	2005年度
	春夏
	実態調査のまとめ
	実態調査のまとめ
	
	実態調査のまとめの報告と議論

	
	秋冬
	全体のまとめと提言（報告書作成）
	
	
	提言をもとにしたシンポジウム


2) 図書館および関連機関において必要な専門的知識技能の範囲を明らかにし、養成および研修にあたる機関がそれをどのように分担して担っていくのか、また教育の質を維持するための共通試験の導入、教育研修にかかわる認定，評価方法など、今後の図書館情報学教育を進めるための具体的指針を明確にするものとする。

研究の流れ
専門図書館協議会における取組み
専門図書館協議会

山本　達夫

1． 専門図書館としての資格に関する問題意識

2． 専門図書館をめぐる環境変化

3． 専門図書館員に必要なスキル

4． 専門図書館員の役割

5． 専門図書館員に不足している能力

6． 専門図書館協議会の資格試験案

7． 考え得る試験課目案

8． 資格試験アンケート結果

9． 情報プロフェッショナルのあり方

10.大学等における図書館職員の教育に期待すること

11. 資格試験の実現に向けて

以上

（社）情報科学技術協会における取組み

産能短期大学教授

（社）情報科学技術協会理事

原田　智子

１．（社）情報科学技術協会の沿革と事業活動

　社団法人情報科学技術協会（INFOSTA）は、1950年３月に始まったUDC（Universal Decimal Classification）研究会に端を発し、同年９月にUDC協会という名称で設立された組織である。その後1958年９月、日本ドクメンテーション協会に改名し、さらに1986年６月に情報科学技術協会に改名して現在に至っている。

　主な事業活動として、１）認定試験、２）研修事業［講習会・セミナー、夏季特別セミナー、INFOSTAシンポジウム］、３）出版事業［会誌「情報の科学と技術」、単行書、国際十進分類表］、４）研究活動［日本オンライン情報検索ユーザー会（OUG）、専門部会（SIG）、UDCの普及と管理、標準化活動、著作権問題］、５）受託事業がある。

２．「データベース検索技術者認定試験」と「情報検索基礎能力試験」

２．１　認定試験実施に至る経緯

当協会は1982年に第１回データベースフェアを開催した。オンライン情報検索やデータベースに関する社会的関心が高まる中で、サーチャーの知識や技能などを認定する試験がないということが検討され、1985年「データベース検索技術者認定試験（通称サーチャー試験）」２級が開始された。

この試験は、サーチャーの知識や技能を当協会が客観的に認定し、社会的認識を高めることを目的としており、翌年以降１級の試験も実施してきた。その後、1989年に故中村幸雄元会長らの尽力により、科学技術庁認定試験となった。しかし、この認定制度は科学技術庁が文部科学省に統合されたのを機に、2001年3月をもって認定制度は終了した。

　「データベース検索技術者認定試験」は、企業や大学等の図書館で、主にサーチャーとして活躍する人々を認定する試験であった。しかし、情報化社会が進展するに伴い、大学生やエンドユーザーにとっても情報検索の基礎的知識を認定する試験が求められ、1993年「情報検索基礎能力試験」が開始された。

２．２　「データベース検索技術者認定試験」

　試験は２級および１級１次試験は筆記試験を実施する。１級２次試験は面接試験である。2002年度の試験領域は、１）コンピュータや通信ネットワークに関する知識と利用、２）情報検索の技術に関する知識と技能、３）データベースに関する知識、４）情報の流通および活用に関する知識と技能、５）主題分野に関する知識とその応用能力、６）検索に関する英語の能力の６領域に分けられ、１級も２級も共通である。２級の受験資格に制限はないが、１級は２級合格者に限る。過去の受験者数の累計は、１級1,512名、２級10,211名、合格者数の累計は、１級243名、２級4,106名である。合格率の平均は１級16.1％、２級40.2％であった。

２．３　「情報検索基礎能力試験」

　この試験は、データベースを効果的に検索、活用するための基礎的知識の保有者を客観的に認定するものであり、一般の社会人と学生を主な対象としている。試験は筆記試験のみを実施する。試験の領域は、１）情報管理の基礎的な知識、２）データベースの基礎的知識、３）データベース作成プロセスの知識、４）データベース検索の知識、５）インターネットの基礎的知識である。過去の受験者数の累計は5,848名、合格者数の累計は4,394名、合格率の平均は75.1％であった。

３．2003年度からの新認定試験の実施

　1990年代後半のインターネットの急速な発展に伴い、情報検索環境も大きく変化してきた。協会では、ネットワーク情報社会における協会事業のビジョンについてこの認定試験を含めてここ数年検討を重ねてきた。協会内外から試験改訂の要請が高まり、2001年７月に新試験委員会が発足して報告書を作成し、2002年３月の理事会で2003年度から新試験に移行することが承認された。2003年度から新試験実施委員会が運営・実施を行っている。

　試験の名称は、「情報検索基礎能力試験」と「情報検索応用能力試験」に決定した。「情報検索基礎能力試験」は従来の試験と名称が同じであるが、従来の試験と大きく異なる点は、受験生全員が解く共通問題の他に、将来情報専門家を目指す者に対するAコースと、情報リテラシー能力を有する一般者に対するBコースの２種類の問題が用意され、いずれか１コースを選択するようになったことである。「情報検索応用能力試験」は、２級と１級に分かれ、２級試験と１級１次試験は筆記試験である。１級２次試験は面接試験で、いずれも実技試験は行わない。

　なお、新試験の詳細については、協会ホームページ（http://www.infosta.or.jp/）に掲載されている。

４．今後の課題

　すでに18年間にわたって情報検索に関する資格試験を実施してきたが、企業サーチャーや大学図書館員、図書館情報学や司書課程の学生に深い関心をもたれている。この間、情報管理や情報検索に携わる同業者同士のコミュニケーションの場として、サーチャーの会、インフォスペシャリストの会、東海サーチャーの会なども誕生した。情報に関わる業務の互いの情報交換や勉強会、上位の試験対策など、新たな人的交流が促進されたのは、この認定試験が果たした一つの社会的貢献ではないかと考えられる。

　しかし一方で、誰でも気軽にインターネットで情報を検索する時代では、一般の人々に対する情報検索に関する知識やスキルの普及、専門職として求められる高度な知識やスキルと主題分野の知識など、新試験に求められていることも多い。図書館情報学専門職の認定試験の一つとして、将来性があり魅力ある資格になれるかどうかは、インターネットによる試験の導入などの試験方法の改善は勿論、大学教育との連携、新たな受験者層（ビジネス支援のための公共図書館員など）の拡大など、多くの課題が残されている。

学校図書館をめぐる状況と担当者再教育への取り組み
                                              　　社団法人全国学校図書館協議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選定・企画部長　　森田　盛行
１．学校図書館をめぐる状況の変化
２．学校図書館担当者の現状
　(１)司書教諭
　(２)学校司書
３．学校図書館担当者養成の問題点
　(１)司書教諭
　(２)学校司書
４．学校図書館担当者の研修制度
　(１)文部科学省
　(２)県・市町村
　(３)全国ＳＬＡ
　(４)各県ＳＬＡ
５．司書教諭の再教育(リカレント)
　(１)必要性
　(２)司書教諭に求められる能力
　(３)再教育の方法
　(４)解決しなければならない諸課題
日本図書館協会の取組みと私見

松　岡　　要

　公立図書館司書の専門性を高めるための日本図書館協会の取組みについて紹介し、課題について私見を述べる。

１　日本図書館協会の取組みの動機
１　専門性の育ちにくい状況がある。
· 司書有資格者は５割
· 経験10年未満の職員が８割
· 非常勤職員等の増加
２　体系だった研修が実施されていない。
· 中堅職員に対する研修
· 業務執行の内実の責任を担う職員、事実上監督的立場にある職員への研修

· 非常勤・臨時雇用の職員、派遣職員の業務上の管理を担う職員の研修
３　新しい講習科目の内容に沿った再教育の必要。
４　生涯学習審議会社会教育分科審議会報告（1996年）の提起
· 新しい講習科目
· 研修の体系化
· 高度な専門性を評価する名称の付与
２　取組みの経緯
· 1995年　研修問題特別委員会報告
· 1998年　専門性の確立と強化を目指す研修事業ワーキンググループ（第一次）報告
· 2000年　同　（第二次）報告：研修プログラムの策定、業務の分析
· 2000年　中堅職員ステップアップ研修Ⅰの実施　［以後毎年実施］
· 2002年　研修委員会報告：高度な専門性を評価する名称の付与制度
· 2003年　専門職員認定制度特別検討チーム報告
· 2003年　研修事業委員会　中堅職員ステップアップ研修Ⅱの企画
３　研修プログラムの体系　第二次ワーキンググループ報告（2000年）
１　ステップアップ研修Ⅰ

　図書館経験3年以上　文部科学省「図書館地区別研修」と同等
２　ステップアップ研修Ⅱ
· 図書館経験7年以上　社会教育実践研究センター「図書館司書専門講座」と同等
· 専門研修
３　ステップアップⅢ
· ステップアップⅡ修了後、3年以上の実務経験
· 論文の提出
４　研修プログラムの内容

１　ステップアップ研修Ⅰ

· 領域Ⅰ　社会の変化に対応する図書館サービス

　　　A：図書館サービスと著作権／図書館の情報化／外国の図書館事情

　　　B：障害者サービス／多文化サービス／児童青少年サービス／アウトリーチサービス

　　　C：利用者とのコミュニケーション／図書館の自由

· 領域Ⅱ　高度かつ専門的な図書館の知識・技術の向上

　　　A：図書館経営（図書館政策／図書館の運営計画／図書館の評価と指標）

　　　B：情報サービス（レファレンスツールの評価／レファレンスインタビュー／クエスチョン＆アンサー）

　　　C：図書館資料（情報収集方針の立案／コレクションの形成）

· 領域Ⅲ　図書館の理解を深めるための関連トピック

２　ステップアップ研修Ⅱ（案）

· 領域Ⅰ　図書館経営
　　　図書館経営の基本／図書館のＰＲ実践／政策の立案と提言・政策立案と文書作成・文書作成の実際／図書館経営の評価・図書館経営の事例評価実践

· 領域Ⅱ　情報サービス

　　　情報技術と図書館／情報サービスの評価の方法・情報サービスの評価の実際／情報リテラシー育成支援／トピック

· 領域Ⅲ　情報資源管理

　　　図書館システムの機能と要件・図書館システムの要件定義の実際／資料組織法の現在・ＯＰＡＣ評価の実際／図書館からの情報発信・図書館からの情報発信の実際

· 領域Ⅳ　図書館サービス計画

　　　図書館サービス計画立案プロセス／図書館サービス計画の立案①②③／図書館サービス計画の実際①②

５　高度な専門性を評価する名称の付与について　　研修委員会報告（2002年）・要約
１　意義：現在制度としてある司書・司書補の資格を前提として、研修を実施し、現場での実践を加えた高度な専門性を評価する仕組みをつくることは意義がある。
①図書館で中核的な役割をもつ司書の資質向上
②司書の社会的認知度をあげ、その結果として司書の社会的評価が高くなること
③司書の他部署への人事異動の抑止力になる
２　実施機関：日本図書館協会
３　対象者：以下のすべてに該当する者
　①図書館実務経験10年以上で所属する図書館長が、図書館業務について高度で実践な専門性を有すると認めている者
②ステップアップ研修Ⅰ、Ⅱ、または同等の研修を受講し、3年以上の経験を有する者
③図書館情報学、図書館経営または図書館サービスに関する学術的論文を提出した者
４　付与する名称：「上級司書」
５　審査：協会内に審査機関を設置し、審査する
６　研修：名称付与対象予定者を対象に、図書館経営の指導的役割を担うことを前提とした上級司書育成研修を実施する
７　認定書の交付
６　専門職員認定制度　　特別検討チーム報告（2003年）・要約

１　目的と意義：公共図書館経営の中核を担う、あるいは今後担うこととなる司書に対して高度な専門性を有することを日本図書館協会が上級司書として証明することによって、以下の点が実現可能となる。
1 図書館で中核的な役割をもつ司書の資質向上
2 行政内における司書の専門性の認知
3 司書の社会的認知の向上
　　また、日本図書館協会は、この資格認定の主体となることで、司書の社会的地位の向上に資することを目指す。
２　対象者：以下のすべての条件を満たした者
1 地方公共団体職員、およびそれに準じる者
2 司書資格を有している者
3 日本図書館協会会員である者
4 図書館での通算の実務経験が10年以上である者
5 以下の研修を受講し、修了した者

・中堅職員ステップアップ研修またはそれに相当する研修

　　・中堅職員ステップアップ研修修了者を対象とした協会主催の研修またはそれに相当する研修の修了者
6 上記研修修了後3年以上の実務経験者
7 次のすべての条件を満たした論文の提出
・申請にあたって執筆した論文、もしくは過去3年以内の図書館関係誌に掲載された論文、執筆部分が明確な報告書・図書に掲載されている論文、
・図書館経営の改善に資する内容を持ったもの（1個別のサービス改善に留まらず、全般的な改善に資するもの、2学問的手続きに則った論証がなされていること）
・400字詰め原稿用紙50枚程度の分量
３　認定の方法：実施機関により認定する。申請書類、論文、場合によっては面接も。
· 図書館に対して、高度な見識を有し、サービスの実務を把握しているか
· 図書館の外部に対しても交渉できる人物であるか（所属する公共団体の首長部局、各種行政委員会との交渉。所属する職場以外に活動範囲を有する人物であるか）
· 図書館、図書館員の地位向上に努められる人物であるか
　審査の結果、認定に値すると判断された申請者について、組織長に推薦の依頼を行う。当該組織に申請者の優れた専門性を認知させることも目的としている。
４　認定後の制度：被認定者は、一定期間（５年）ごとの更新を受ける。下記についてのポイントを一定数獲得した場合にのみ認められる。
· 図書館での現場経験
· 研修等での講師としての経験
· 各種図書館団体での活動
· 図書館に関する学術的活動
· 指定された研修の受講
　地方公務員法、「自由宣言」「倫理綱領」等に著しく違反した者は取り消される。
５　認定団体：日本図書館協会
６　実施組織：上級司書審査会。申請者に対する詳細な評価は、随時編成する審査チームに委嘱する（3名。上級司書と有識者で構成）。
７　名称：上級司書。他の制度との整合性に配慮。英文名称。
８　被認定者に与えられる特典、義務

· 上級司書の徽章着用の許可

· 上級司書名簿の記載

· その他上級司書の顕彰

· 義務：図書館および図書館員の社会的向上につながる活動への参加

７　課題　　私見
１　地方公共団体における人事管理の変化との関連－地方公務員制度の見直し
· 経歴管理システムによる異動
· 専門的職種ほど外部委託
２　職階制度のない地方公務員制度
· 資格を要件とする採用制度
· 資格を要件とした任用制度
· 資格のグレードを反映した職階制度
３　図書館業務のアウトソーシングとの関連
４　養成機関への要望
５　日本図書館協会の役割
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国立大学法人化後の大学図書館職員の採用と研修体制について

1.大学図書館職員の採用について

　近年、大学図書館の扱う学術情報は、コンピュータとネットワーク技術の進展を背景に、これまでの紙媒体から電子媒体に急速に変化してきている。大学と学問を取り巻く環境の変化は、学術情報基盤の一翼を担う図書館と図書館員にも大きな影響を及ぼしている。
　現行の国立大学附属図書館の職員は、概ね国家公務員採用Ⅱ種試験（図書館学）の合格者の中から適格な人物を選んで採用している。この試験による大学図書館員の能力は、司書課程を併設し、公共図書館司書養成を目的とする大学で、２０単位程度の図書館学科目を履修することにより、取得できる司書資格によって充足されるものではない。
　国立大学図書館協議会は、この点を踏まえて、国立大学法人化後の人事制度の設計を検討し始めた国立大学協会に、平成１４年７月の要望書で「人事制度の設計・・・・は、現行国家公務員試験の中で、その職務の専門性を考慮した専門職としての試験を実施している現状を踏まえて、それを発展させる方向付けを要望した。
　また、国立大学図書館協議会は、平成１４年１１月に「国立大学法人化後の大学図書館職員の採用の在り方」を平成１４年第３回理事会（１０月３１日開催）で確認し、各大学館長に下記の内容で、各大学の中期目標、計画作成時に活用頂くよう要請した。

 ・国立大学法人の職員採用は、各大学の独自の判断と基準に基づき実施されるのが基本であるが、国立大学協会等が地域的、全国的な枠組みで一般職員の試験を用いた採用制度の検討を行う際には、大学間の人事交流も視野に入れ、図書館・情報学専門職員採用区分を設けるように働きかけ、現行国家公務員試験に準ずる程度の職員の確保に努める。
 ・各図書館の組織の活性化を通じて、我が国の学術情報基盤の全国的な水準の維持を目的に、図書館界における経歴等の審査により、高度な図書館活動の経験を持つ人材を、中途採用する枠組も工夫する必要がある。
 ・サブジェクト・ライブラリアンの確保を必要とする大学にあっては、学位や論文審査により個別に選考する基準を作成し、能力の実証、情実の排除等を考慮した選考方法を各大学で工夫する。
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	※１　試験採用には旧上級試験も含まれる。
	

	
	
	
	※２　司書・司書補は試験採用者で資格を持つものを含む。

	
	
	
	
	
	
	

	出典：平成１４年度大学図書館実態調査結果報告（文部科学省研究振興局情報課）

	
	
	
	
	
	
	


	
	国家公務員採用Ⅱ種試験（図書館学）合格者数等

	
	
	
	
	
	

	
	年度
	申込者数
	合格者数
	倍率
	

	
	11
	1,371
	39
	35.2
	

	
	12
	1,394
	28
	49.8
	

	
	13
	1,343
	60
	22.4
	

	
	14
	1,143
	62
	18.4
	

	
	
	
	
	
	


2.関東甲信越地区国立大学法人等職員の統一採用試験について

(1)関東甲信越地区の国立大学法人等の職員採用試験は、希望する複数の国立大学法人等が統一して実施する第一次試験及び各国立大学法人等で実施する面接考査の第二次試験で構成する。　

(2) 関東甲信越地区の国立大学法人等の職員採用試験の第一次試験は、この試験は、主に関東甲信越地区に置かれる国立大学法人等で事務系(図書系を含む)及び技術系に従事する職員の統一採用試験である。

(3)事務系(図書系を含む)は教養試験を、技術系は教養試験と専門試験を実施する。

(4)主に大学附属の図書館または学部等の図書室において図書業務に従事する職員を希望する者は、別途司書資格の取得(見込みのある者を含む。)が必要となる。

(5)図書などの専門性については、第二次試験において考査する。

3.国立大学図書館職員の研修体制について

文部科学省では、大学図書館職員長期研修並びに大学図書館職員講習会、漢籍担当職員講習会について法人化後も継続して行きたいと考えている。

　　なお、今後は文部科学省、国立情報学研究所、国立大学図書館協議会のトライアングルの中で研修制度の枠組みを考える必要がある。

　国立大学図書館協議会では、図書系職員のスキルアップを図るため、今年度から「研修事業特別委員会」を設置し、事業検討を行っているところである。

○これまでの研修プログラム

(1)文部科学省

・大学図書館職員長期研修（係長相当対象）

　　・大学図書館職員講習会
（中堅職員対象）　

(2)国立情報学研究所

・国立情報学研究所セミナー 

　　・情報セキュリティ担当職員研修

　　・情報セキュリティポリシー入門講座

　　・情報ネットワーク担当職員研修

　　・総合目録データベース実務研修 

・NACSIS-IRデータベース実務研修 

(3)国立大学図書館協議会

・電子ジャーナル・ユーザ教育担当者研修会

　　・シンポジウム(東西地区)

○新たに考えられる研修プログラム

(1)海外大学図書館調査・研究

(2)業務毎のプランニング・プレゼンテーション研修

(3)語学研修

(4)初任・中堅職員トレーニング・ワークショップ及びセミナー

(5)マネジメント研修（組織運営及びサービス）

  (6)大学・教官等との連携により図書館が目指す分野の講義･ゼミなど受講

(7)図書館の方針に沿った国・民間の資格制度の受験環境整備
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